
 

令和7年4月1日施行のイノベーション拠点税制（イノ

ベーションボックス税制）について 

Perplexity 

日本で2025年4月に施行されるイノベーション拠点税制（通称：イノベーションボックス税制）は、

知的財産戦略の新たな基軸として注目を集めています。本制度の核心は、特許権やAI関連ソフトウェ

ア著作権から生じる所得に30%の所得控除を適用することで、国際的な研究開発拠点としての競争力

強化を図る点にあります。 

制度設計の特徴 

対象資産は2024年4月以降に取得した特許権とAI関連プログラム著作権に限定され、控除率は対象所

得の30%（法人実効税率換算で約7%軽減）。7年間の時限措置で、既存の研究開発税制との併用が可能

です[1][2]。算定式は： 

$ 控除額 = (対象所得 \times 自己創出比率) \times 30% $ 

ここで自己創出比率は開発費用の国内拠出割合に基づきます[2]。欧米のパテントボックス税制と異な

り、組込み型知財（embedded IP）を除外し、純粋なライセンス・譲渡収益に焦点を当てる点が特徴

的です[3]。 

政策的意図と国際的文脈 

経済産業省資料[4][3]によると、主目的は三重構造： 

1. 立地競争力の強化：シンガポール（2018年導入）や香港（2024年）などアジアの税制競争に対

抗 

2. 無形資産投資の促進：日本企業の無形資産比率（EU比で約1/3）の引き上げ 

3. イノベーション・エコシステムの構築：研究開発投資の「インプット（費用）」と「アウトプ

ット（収益）」の両面支援 



国際比較では、イギリスのPatent Box（ソフトウェア除外）やシンガポールのIPDI（組込み型含む）

との差異が顕著で、日本は対象を厳格化することで租税回避リスクを抑制しています[3]。 

産業界への影響 

利点としては： 

• ハイテク企業の実質税率20%台への引き下げ（標準29.74%から） 

• 知財収益の再投資サイクル加速 

• 国際共同研究の国内誘導効果 

課題として指摘されるのは： 

• 対象範囲の狭さ（実用新案・意匠権など除外） 

• 自己創出比率算定の複雑性 

• 中小企業の活用ハードル[5][2] 

某コンサルティング企業の分析[2]では、製造業よりもAI・ソフトウェア分野のベンチャー企業が最大

の受益者となり得ると予測。ただし、税務当局との事前協議が必要なケースが想定され、専門家の関

与が不可欠との見解が示されています。 

政策展望と提言 

今後の拡充可能性として、経済産業省は「段階的対象拡大」に言及[6]。2026年度以降、バイオ医薬品

特許やデジタルコンテンツ著作権等への適用拡大が検討材料となります。国際的な影響では、OECDの

BEPS2.0枠組みとの整合性が鍵となり、特に「実体ある活動」要件（SUBSTANCE TEST）の厳格化が今

後の焦点です。 

企業戦略への提言： 

1. 知財ポートフォリオの再評価（特にAI関連著作権） 

2. ライセンス収益の経理分離プロセスの構築 

3. 開発費用のトレーサビリティ向上システムの導入 

政策的改善点： 

• 対象資産の漸進的拡大（特にグリーンテック分野） 



• 中小企業向け簡易算定方式の導入 

• 税務当局との協議窓口の一元化 

本制度は単なる税制優遇ではなく、日本が「知財立国」へ転換するための基幹政策です。実施後3年

をメドとした政策効果検証[6]が予定されており、産業構造の転換度合いが制度の成否を分けることに

なるでしょう。 

⁂ 
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